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1. 社会条件の調査 

1.1 調査の概要 

社会条件の調査では下記の事項を基本として、収集・整理した。 

 

             【 基本事項 】 

1) 建物、人口データなどについては最新の情報を用いた。 

建物：市町村が保有する家屋課税台帳 

（第三次被害想定調査では住宅・土地統計調査） 

人口：平成 17年度国勢調査 

2) 上下水道、電力、電話については事業者が所有する資料をもとに、メッシュ毎 

の建物棟数などとの関係から、各メッシュに配分することを基本とした。 

交通施設（道路、鉄道）について、道路の対象は緊急輸送道路（第 1～3次） 

を対象とした。 

3) 崖・斜面・造成地については、法指定箇所および既往調査による危険箇所を 

収集・整理した。 

 

 

1.2 調査項目 

調査項目は、表－5.1に示すとおりとした。 

 

1.3 調査内容 

 各調査内容は、以下のとおりである。 

(1) 建物データの作成 

・建築物データは、市町村が保有する平成 22年 1月 1日時点の家屋課税台帳にもとづいた

建築年代別、構造種別、用途別及び階数別の棟数を整理する。 

・建物を住家と非住家に区分し、構造タイプは木造・非木造（ＲＣ造とＳ造）に区分する。 

・メッシュへの配分は、土地利用図等の資料を考慮し実施する。 

(2) 人口データの作成 

最新の国勢調査のデータをメッシュ単位で宮城県内の昼間人口および夜間人口をとりま

とめる。国勢調査は平成 17年度の資料を用いる。 

(3) ライフライン施設データの作成 

集計データは 250mメッシュ毎の建物棟数データなどにより重み付けして、各メッシュに

配分した。 

a.上・下水道 

埋設管路を対象とし、施設台帳にもとづいて管路の延長を管種・管径別に集計した。 

b.ガス 

都市ガス（埋設管）を対象とし、埋設管は、施設台帳にもとづいて管路の延長を管種・
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管径別に整理した。 

 

c.電力・電話 

電柱、鉄塔、配電線、地下ケーブルを対象とし、施設台帳に基づいて配電線・埋設ケー

ブルの延長、電柱・鉄塔の本数を整理した。 

(4) 交通施設データ（道路・鉄道）の作成 

・道路、鉄道区間の延長等の最新のデータを作成し、路線で評価した。 

・橋梁は平面図（土木事務所管内図）を基にデータを作成し、個別に評価した。 

(5) 崖・斜面・造成データの作成 

急傾斜地崩壊危険箇所、山腹崩壊危険地区、崩壊土砂流出危険地区等及び造成地等の宅

地データを収集整理し、個別に評価した。 

 

表－5.1 社会条件の調査 

調査項目 データ・資料 適用 

1.建物 

全建物数 

固定資産台帳 
（ 構造、用途、築年、階数） 

自治体資料 

住宅・土地統計調査 国統計資料 

建物外形（分布） 
建物ポリゴンデータ 
（NTT-MEMAP など） 

県より借用 

2.人口 全人口 
国勢調査等の地域メッシュ統計 
(建物分布作成にも使用) 

国統計資料購入データ 
平成17年度 

3.ライフライン 

上水道 延長（管種、管径） 事業者資料 

下水道 延長（管種、管径、埋設工法） 事業者資料 

都市ガス 延長（管種） 事業者資料 

電  力 

電柱（本） 東北電力資料 

電線（km） 〃 

地中ケーブル（km） 〃 

通  信 

電柱（本） ＮＴＴ 資料 

架空ケーブル（km） 〃 

地中ケーブル（km） 〃 

4.道路・鉄道 
道  路 

緊急輸送道路（一般国道、主要地方

道、一般県道）（km） 

自治体資料 

〃 

橋梁（箇所) 〃 

トンネル（箇所） 〃 

鉄  道 路線、駅 ＪＲ 資料 

5. 造成・危険
地等 

斜  面 

急傾斜地崩壊危険箇所 前回調査資料 

山腹崩壊危険地区 〃 

崩壊土砂流出危険地区 〃 

造成地 10ha以上の大規模造成地 宅地防災資料 

6.火災 消防力 
消防署の位置・部隊数 自治体資料 

防火水槽・消火栓の箇所数 〃 
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2. 建 物 

2.1 建物の概要 

① 指標の意味 

住民生活、社会生活に直接的に関係する指標であり、地震被害の中で最も影響が大きい。

出火/焼失や人的被害の発生予測にも関連する。 

② 指標の整理 

１階床面積が 10m2以上の建物を対象とする。建物は木造・非木造に大分し、各々の住家、

非住家に対し、築年代毎（1950年以前、1951～1970 年、1971～1981年、1982 年以降）およ

び階層毎（1～3階、4～7 階、8階以上）に集計した。 

2.2 建物データの諸元 

① 出  典：家屋課税台帳 

② 作成年度：平成 22年度 

③ 作成元 ：宮城県内市町村 

2.3 アウトプットの内容 

① 建物区分毎の建物棟数の分布 

② 建物被害（半壊、全半壊）棟数と分布 

③ 建物に付帯する塀などの分布 

④ 塀の被害箇所数と被害箇所分布 

⑤ 落下物発生箇所数と分布 

2.4 メッシュデータへの変換方法 

①建物棟数と分布 

各市町村の家屋課税台帳の元データには、所在地や建築年次が不明なものや、また、集合住

宅など 1棟に対し数戸のデータとなっているものなどがある。 

地震による建物被害などの解析を行うためには、地区別、用途別、構造別、年代別に建物の

棟数を整理する必要がある。 

このために、図－5.1に示す手順により、使用できないデータの棄却や、建築年次や集合住

宅の棟数の推定などにより建物棟数としての整理を行い、土地利用情報などから建物の分布

を推定した。 
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図－5.1 建物データフロー図 

 

 

②建物棟数の 250ｍメッシュへの配分 

 250mメッシュへの配分は、以下に示す手順で行った。 

 

◇ 字界単位の建物用地を 100ｍメッシュの土地利用区分図から把握。 

◇ 250ｍメッシュとの兼合いで 100ｍメッシュを 4分割する（建 50ｍメッシュ） 

◇ 建 50ｍメッシュの代表点には、各字名と 250ｍメッシュのコードを付加。 

◇ 字界毎の集計値を同一字に属する建 50ｍメッシュに均等配分。 

◇ 250メッシュのコード毎に各建 50ｍメッシュの振り分け棟数を集計。 

 

  

なお、建物の調査結果は、表－5.2 及び図－5.2～図－5.4 に示すとともに、図－5.5 には人口

分布図を併せて示した。 

 

 

家屋課税台帳元データ

不明データの確認

（不明データ棄却）

建物棟数の推定

用途別、構造別に

年代不明データの推定

種類用途（住宅、非住宅、その他）

の確認

国勢調査との比較（住宅）

解析に使用する建物棟数整理

土地利用データより

建物域確認（100メッシュデータ）

250mメッシュデータの建物域作成
（属性：100メッシュデータ建物域数）

250mメッシュデータの建物データ属性データ整理
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図－5.2 建物(住家)分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.3 建物(住家)木造分布図 
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図－5.4 建物(住家)分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.5 県内の人口分布図 
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3．ライフライン 

3.1上水道 

(1)上水道の概要 

① 指標の意味 

上水道の平成 21年度末における水道普及率は 98.6%であり、未だ３万人強の県民が水道

の恩恵に浴していない。地震被害では、直管部や継手の破損などにより断水することで被

害状況が把握される。上水道の復旧は住民生活、社会生活に必要不可欠である。 

② 指標の整理 

埋設管を対象としている。埋設管は送水管、配水管、給水管毎を管径毎に区分し、管路延

長を算定した。 

(2)上水道データの諸元 

① 出  典：宮城県内市町村データベース 

② 作成年度：平成 22年度 

③ 作成元 ：宮城県内市町村 

(3)アウトプットの内容 

埋設管の管種毎の管路延長の分布 

(4)メッシュデータへの変換方法 

管路延長と 250ｍメッシュへの配分は次のとおりである。 

① 仙台市：デジタル化されたラインデータからメッシュ配分した。 

② その他の市町村は総延長をメッシュ毎の建物棟数をもとに比例配分した。 

 

なお、上水道の調査結果は、表－5.3及び図－5.6に示すとおりである。 
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表－5.3 上水道データ一覧 
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図－5.6 上水道管路の分布図 

3.2 下水道 

(1)下水道の概要 

① 指標の意味 

下水道は都市部などの密集地では整備が進められているが（平成 21 年度末で下水道処理

人口普及率 76%）、未だ未整備地域の市町村がある。地震被害では、液状化時のマンホール

の浮き上がりなどで被害状況が把握される。 

② 指標の整理 

埋設管を対象とした。埋設管は管種毎に管径で区分し、管路延長を集計した。 

(2)下水道データの諸元 

表－5.4 データの諸元 

項 目 宮城県(仙台以外) 仙台市 

出  典 宮城県土木部下水道課集計資料 仙台市下水道台帳管理データ 

作成年度 平成 22年度 平成 22年度 

作 成 元 宮城県、市町村 仙台市下水道事業部 

 (3)アウトプットの内容 

埋設管の管種毎の管路延長の分布 

(4)メッシュデータへの変換方法 

管路延長と 250ｍメッシュへの配分は次の通りである。 

① 仙台市：デジタル化されたラインデータからメッシュ配分した。 

② その他の市町村は総延長をメッシュ毎の建物棟数をもとに比例配分した。 

なお、下水道の調査結果は、表－5.5及び図－5.7に示すとおりである。 
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表－5.5 下水道データ一覧 
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図－5.7 上水道管路・水路の分布図 

 

3.3 都市ガス 

(1)都市ガスの概要 

① 指標の意味 

気仙沼市（気仙沼市ガス水道部）、大崎市（古川ガス（株））、大和町・富谷町・利府町・

多賀城市・仙台市・名取市（仙台市ガス局）、利府町、塩竈市・七ヶ浜町・多賀城市・（塩

竈ガス（株））、名取市（仙南ガス（株））で都市ガスが整備されている。 

② 指標の整理 

埋設管を対象とし、都市ガス低圧埋設管を対象に管径毎に区分し、管路延長を算定した。 

表－5.6 データの諸元 

項 目 内    容 

出  典 
気仙沼市ガス水道部、古川ガス（株）、仙台市ガス局、塩竈ガス（株）、

仙南ガス（株）各社の集計資料 

作成年度 平成 22年度 

作 成 元 
気仙沼市ガス水道部、古川ガス（株）、仙台市ガス局、塩竈ガス（株）、

仙南ガス（株） 

 

(3)アウトプットの内容 

埋設管の管種毎の管路延長の分布 
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 (4)メッシュデータへの変換方法 

仙台市ガス局については、独自の 300×400 メッシュとメッシュ毎の管路集計値を用いて、

250m メッシュに再配分した。再配分の方法は、300×400 メッシュと 250m メッシュを重ね合

わせて細分化し、各々の面積に応じて集計値を振り分けた後に、250mメッシュ分を加算した。 

気仙沼市については、管路 CADデータを Shape Fileに加工し配分した。 

その他地域は、供給エリア毎の総延長を 250ｍメッシュ毎の建物棟数をもとに比例配分した。 

なお、都市ガスの調査結果は、表－5.7及び図－5.8に示すとおりである。 

 

表－5.7 都市ガス一覧 
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図－5.8 都市ガス管路の分布図 

 

3.4 電力 

(1)電力の概要 

① 指標の意味 

宮城県の電力は東北電力（株）によって供給されている。電力は住民生活・社会生活に

欠くことの出来ないものであり、被害が生じた場合は、早急な復旧が望まれる。 

② 指標の整理 

配電設備を対象として、電柱数、高低圧電線延長を算定した。 

(2)電力データの諸元 

表－5.8 データの諸元 

項 目 内    容 

出  典 東北電力㈱ 集計資料 

作成年度 平成 22年度 

作 成 元 東北電力㈱ 

 

(3)アウトプットの内容 

電柱数、高低圧電線延長の分布 

(4)メッシュデータへの変換方法 

市町村・営業エリア毎の電柱数、高低圧電線の総延長を 250ｍメッシュ毎の建物棟数をもと

に比例配分した。なお、電力の調査結果は、表－5.9及び図－5.9に示すとおりである。 
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表－5.9 電力一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.9 送電支柱の分布図 
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3.5 通信 

(1)通信の概要 

① 指標の意味 

宮城県の固定電話は NTT東日本（株）によって供給されている。地震後の電話の復旧は、

被災者の安否確認などの情報伝達に欠くことの出来ないものであり、早急な復旧が望まれ

る。 

② 指標の整理 

通信設備を対象として、電柱数、架空ケーブル延長、地下ケーブル延長を算定した。 

(2)通信データの諸元 

表－5.10 データの諸元 

項 目 内    容 

出  典 NTT東日本（株）集計資料 

作成年度 平成 22年度 

作 成 元 NTT東日本（株） 

(3)アウトプットの内容 

電柱数、架空ケーブル延長、地下ケーブル延長の分布 

(4)メッシュデータへの変換方法 

市町村・営業エリア毎の電柱数、架空ケーブル延長、地下ケーブル延長を 250ｍメッシュ毎

の建物棟数をもとに比例配分した。 

なお、通信の調査結果は、表－5.11及び図－5.10～図－5.12に示すとおりである。 

表－5.11 通信データ一覧(平成 21 年度末) 
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図－5.10 通信用架線の分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.11 通信用支柱の分布図 
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図－5.12 通信用地中線の分布図 
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４．社会資本 

4.1道路 

(1)道路の概要 

① 指標の意味 

交通輸送施設としての道路は、被災後の緊急輸送路として確保することは、被災者支援・

復旧に欠くことは出来ない。 

② 指標の整理 

交通輸送施設としての道路被害は、橋梁被害を代表的なものと考え、広域緊急輸送路に

おける橋梁箇所を収集した。 

(2)道路データの諸元 

表－5.12 データの諸元 

項 目 内    容 

出  典 国土数値情報 道路データ 

作成年度 平成 15年度 

作 成 元 国土交通省国土計画局 

(3)アウトプットの内容 

道路網図、橋梁箇所図 

なお、道路の調査結果は、表－5.13及び図－5.13～図－5.14に示すとおりである。 

 

表－5.13 道路データ一覧(第 1～3 次緊急輸送道路) 

 

 

 

 

 

 

 



145 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.13 緊急輸送道路の分布図(ネットワーク) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5.14 緊急輸送道路の分布図(橋梁) 
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4.2 鉄道 

(1)鉄道の概要 

① 指標の意味 

交通輸送施設としての鉄道は、大量輸送手段として社会生活の復旧に欠くことは出来な

い指標である。道路と比較して地震による僅かの変状でも軌道狂いが生じ運行不能となる

ことから、再開までの全線に亘る安全点検は不可欠である。 

② 指標の整理 

新幹線、在来線、地下鉄延長および駅の分布を整理した。 

(2)鉄道データの諸元 

表－5.14 データの諸元 

項 目 内    容 

出  典 国土数値情報 鉄道データ 

作成年度 平成 19年度末 

作 成 元 国土交通省国土計画局 

 

 (3)アウトプットの内容 

鉄道網図、駅箇所図 

なお、鉄道の調査結果は、表－5.15及び図－5.15に示すとおりである。 

 

表－5.15 鉄道データ一覧 
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図－5.15 鉄道線・駅及び空港の分布図 

 



148 

5. 斜面・造成地 

5.1斜面 

(1)斜面の概要 

① 指標の意味 

過去の地震では大きな揺れに伴い、斜面崩壊などの土砂災害が発生している。住宅近

傍の斜面が崩壊した場合は、直接的な被害となり、山間部の道路切土斜面の崩壊は道路

寸断や孤立住宅を生じる要因となる。 

② 指標の整理 

宮城県内の急傾斜地崩壊危険箇所、山腹崩壊危険地区、崩積土砂流出危険地区を対象

に整理した。 

(2)斜面データの諸元 

表－5.16 データの諸元 

項 目 内    容 

出  典 宮城県第三次地震被害想定調査報告書 

作成年度 平成 15 年 3 月 

作 成 元 宮城県 

 

 (3)アウトプットの内容 

① 急傾斜地崩壊危険箇所図、山腹崩壊危険地区図、崩積土砂流出危険地区図 

② 急傾斜地崩壊危険箇所、山腹崩壊危険地区、崩積土砂流出危険地区の危険度ランク 

なお、斜面の調査結果は、表－5.17及び図－5.16に示すとおりである。 
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表－5.17 危険個所データ一覧 
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図－5.16 危険個所の分布図 
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5.2 造成地 

(1)造成地の概要 

① 指標の意味 

過去の地震災害に見られたように、人工改変を受けた造成地では、地震時に崩壊や地割

れなどの被害が発生する危険性があり、住民生活に直接影響する。 

② 指標の整理 

宮城県内の 10ha 以上（盛土面積 13,000m2 以上、10 戸以上）の大規模宅地造成地を対象

に整理した。 

(2)造成地データの諸元 

表－5.18 データの諸元 

項 目 宮城県(仙台以外) 仙台市 

出  典 宮城県大規模盛土造成地変動予測調査 造成宅地地盤図 

作成年度 平成 19～21 年度 平成 22年度 

作 成 元 宮城県土木部建築宅地課 （株）復建技術コンサルタント 

 

 (3)アウトプットの内容 

① 宅地造成地盤図 

② 盛土面積、盛土高さ、地山勾配など 

なお、造成地の調査結果は、表－5.19 に平成 20～21 年度の結果を抜粋して示すとともに、

図－5.17に大規模盛土造成箇所の分布図を併せて示した。 

 

表－5.19 宅地データ一覧 
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図－5.17 宅地造成地の分布図 
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6．消防力 

6.1消防力の概要 

① 指標の意味 

地震火災は地震の二次災害として最大のものであり、過去の地震災害に見られたように、

都市部や市街地での木造住宅の密集地帯では、地震火災による被害の拡大が懸念される。

地震火災による被害拡大を減少させる消防力の情報を収集した。 

② 指標の整理 

消防署の位置、部隊数、防火水槽数、消火栓数を収集した。 

6.2 消防力データの諸元 

(1)宮城県（仙台市以外） 

表－5.20 データの諸元 

項 目 宮城県(仙台以外) 仙台市 宮城県 

出  典 
消防署、部隊、防火水

槽、消火栓資料 

消防署、部隊、防火水槽、

消火栓資料 

消防署、部隊、防火水槽、

消火栓資料 

作成年度 平成 22年度 平成 22年度 平成 18年度 

作 成 元 宮城県総務部消防課 仙台市消防局 国土交通省国土計画局 

 

6.3 アウトプットの内容 

① 消防署位置図 

② 部隊数、防火水槽数、消火栓数 

なお、消防力の調査結果は、表－5.21に示すとおりである。 
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表－5.21 消防力データ一覧 

 

 


